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　抄　録　本件は，審決における周知技術の認定，および周知技術を用いた進歩性欠如の判断の妥当
性が争われた事件である。
　本判決ではまず，引用発明に本願発明の課題・解決手段の開示・示唆はないから，引用発明に周知
技術を適用することによって本願発明を想到することは容易とはいえない，とした。また周知技術の
認定に当たって，特定の引用文献の具体的な記載から離れて，抽象化，一般化ないし上位概念化をす
ることが当然に許容されるわけではない，と判示した上で，審決で周知技術とされた事項は，周知例
１～３の具体的な記載内容を超えており，周知技術として認定できない，と判断した。
　本判決は，進歩性を否定するための引用発明を認定するに当たって，技術常識や周知技術であって
も，客観的かつ具体的に認定されるべき，という旨を強調しており，今後の進歩性の判断において，
ある技術的事項を技術常識や周知技術とする安易な認定に一定の歯止めをかけることが期待できる。
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進歩性判断における周知技術の認定

1 ．	はじめに

本件は，原告が，本願発明は，引用発明及び
周知技術に基づいて当業者が容易に発明をする
ことができたものであるから，進歩性欠如によ
り特許をうけることができないとされた審決を
不服として，この審決の取消を求めた事案であ
る。そして，審決における周知技術の認定が妥
当か否か，および，本願発明と引用発明との相
違点に係る構成が，認定された周知技術に基づ
いて想到容易であるとした審決の判断が妥当か
否かが，争点となった。
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2 ．	事件の概要

2．1　手続の経緯

本願（特願2006-140995号）は，平成11年11
月29日に出願された特願平11-338657号の分割
出願として，平成18年５月22日に特許出願され
たものである。本願は平成21年１月７日付けで
拒絶査定を受け，これに対して原告は，同年２
月19日，手続補正とともに拒絶査定に対する不
服審判（不服2009-3734号）を請求した。さら
に当審判において，平成22年11月19日付けで拒
絶理由の通知がなされ，原告は平成23年１月24
日付けで，意見書の提出とともに特許請求の範
囲及び明細書について手続補正を行った。
特許庁は同年２月28日，「本件審判の請求は，

成り立たない。」との審決を行った。原告は同
年４月14日，知的財産高等裁判所に審決取消訴
訟を提起した。

2．2　本願発明の内容

本願は，半導体装置の製造技術に関するもの
であり，特に，配線基板上に搭載した複数の半
導体チップを一括モールドした後，配線基板を
分割することによって，複数の樹脂封止型半導
体装置を得る製造方法に関するものである。
平成23年１月24日付け手続補正により，特許

請求の範囲には，請求項１とこれに従属する請
求項２－６が記載されている。請求項１の記載
は，次のとおりである（以下，この請求項１の
発明を「本願発明」という。）。
「【請求項１】
（ａ）上面と，前記上面に設けられた複数の
半導体チップ搭載領域と，前記上面とは反対側
の下面とを有するマトリクス基板を準備する工
程，
（ｂ）複数の半導体チップを前記複数の半導
体チップ搭載領域に，それぞれ搭載する工程，

（ｃ）前記複数の半導体チップのそれぞれと
前記マトリクス基板に形成された前記複数の第
１パッドとを，複数のワイヤで接続する工程，
（ｄ）前記複数の半導体チップおよび前記複
数のワイヤを樹脂で封止する工程，
（ｅ）前記複数の半導体チップのうちの互い
に隣り合う領域における前記マトリクス基板お
よび前記樹脂を切断し，複数の樹脂封止型半導
体装置を取得する工程，
を含み，
取得された前記複数の樹脂封止型半導体装置

のそれぞれは，分割された前記マトリクス基板
の前記下面に，複数の第２パッドと，複数の配
線と，アドレス情報パターンとを有し，
分割された前記マトリクス基板の前記上面

は，前記樹脂で覆われており，
前記複数の配線は，前記複数の第２パッドの

それぞれと一体に形成され，
前記アドレス情報パターンは，前記複数の第

２パッドおよび前記複数の配線を除く領域に形
成されており，
前記アドレス情報パターンは，前記（ｂ）工

程に先立ち，形成されていることを特徴とする
樹脂封止型半導体装置の製造方法。」
本願発明の内容について，図面を参照して説

明する。
図１（本願の図３に相当）は，工程（ａ）で

準備されるマトリクス基板における半導体装置
一個分の領域の上面（ａ）および下面（ｂ）を
示す。このマトリクス基板では，図１に示す領
域が縦方向および横方向に沿って連なってい
る。図１（ａ）に示すように，マトリクス基板
の上面（チップ搭載面）には，後工程において
半導体チップが搭載される半導体チップ搭載領
域が設けられている。２はパッド，３は位置決
めのためのアライメントターゲットである。ま
た図１（ｂ）に示すように，マトリクス基板の
下面（実装面）には，パッド（第２パッドに相
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当）４，配線５，およびアドレス情報パターン
８が形成されている。パッド４および配線５は
一体に形成されており，アドレス情報パターン
８はパッド４および配線５を除く領域に形成さ
れている。そしてアドレス情報パターン８は，
半導体チップの搭載（工程（ｂ））に先立ち，
形成されている。
図２（本願の図８，９，10，14に基づいて作成）
は工程（ｂ）～（ｅ）を示している。図２の上
から順に，マトリクス基板1Bの上面に複数の
半導体チップ12が搭載され，半導体チップ12の
ボンディングパッドBPとマトリクス基板1Bの
パッド２とがワイヤ13で接続され，マトリクス
基板1B上の半導体チップ12がワイヤ13ととも
に樹脂14で封止され，そして，マトリクス基板

1Bおよび樹脂14がチップ単位で切断され，樹
脂封止型半導体装置20が取得される。17は半田
バンプである。樹脂封止型半導体装置20の上面
は，樹脂14で覆われている。
本願発明では，複数の半導体チップ搭載領域

を有するマトリクス基板に，半導体チップを搭
載する工程に先立ってアドレス情報パターンを
形成しているため，マトリクス基板および樹脂
を切断し，複数の半導体装置を取得した後であ
っても，取得したそれぞれの半導体装置が，分
割前の基板において，どの位置にあったかを識
別することができる。また，本願発明では，分
割されたマトリクス基板の上面が樹脂で覆われ
ているが，アドレス情報パターンを，分割され
たマトリクス基板の下面であって，複数の第２

図１　マトリクス基板 図２　工程の流れ
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パッドおよび複数の配線を除く領域に形成して
いるので，識別を容易にすることができる。

2．3　審決の理由

審決では，本願発明は，引用文献に記載され
た発明および周知例１～４に記載されたような
周知技術に基づいて，当業者が容易に発明でき
たものと判断された。
審決が認定した引用発明と本願発明との相違

点のうち，主たる争点となった相違点２は以下
のとおりである。

・相違点２
本願発明では，分割されたマトリクス基板の

下面にアドレス情報パターンを有し，このアド
レス情報パターンは，複数の第２パッドおよび
複数の配線を除く領域に形成されており，また，
（ｂ）工程の半導体チップの搭載に先立って形
成されているのに対し，引用発明では，このよ
うな構成は備えていない点。

そして，この相違点２について，「製造工程
において，素材あるいは製品を分割して，個々
の製品を製造する場合に，分割前の素材に，素
材の機能に影響を与えない箇所に記号等を表示
しておき，製品となってから，その記号等を利
用して分割前の場所に起因する不良解析を行う
こと」（下線は筆者，以下，「事項Ａ」という）は，
周知例１～３に開示されるように周知であると
した上で，その記号等の位置をどの時点で形成
するか，及び，記号をどこに設けるかは，適宜
当業者が決定する設計的事項にすぎない，とし
た。

2．4　争　　点

原告は，取消事由として，次の点を主張した。

（1）周知技術の認定の誤り（取消事由１）
審決は，本願発明の技術的事項を取り込んで

周知例１ないし３を過度に抽象化し，上記事項
Ａを周知技術として認定したものであり，周知
技術の認定を誤った違法がある。

（2）容易想到性判断の誤り（取消事由２）
周知技術の認定に誤りがある上，相違点２が，

本願発明の課題解決のための不可欠な解決手段
であるにもかかわらず，周知技術の認定におい
て，本願発明の技術課題を取り込んだ上で，全
て周知ないし設計事項にすぎないとするもので
あって，失当である。

3 ．	裁判所の判断

知財高裁は，審決が，相違点２に係る構成に
ついて，引用発明に周知例１ないし３に記載さ
れたような周知技術を適用することにより，容
易に想到することができたと判断したことには
誤りがある，と判断した。詳細は以下のとおり
である。

3．1　引用発明および周知例について

引用発明は，基板と，集積回路を形成し，該
基板の１つの領域に取り付けられるチップと，
該チップを該基板の１つの面に位置する外部電
気接続領域に接続する電気接続手段と，封止容
器と，をそれぞれに含む複数の半導体パッケー
ジを，効率的に製作することを目的とする発明
である。引用発明には，本願発明の解決課題
（個々の樹脂封止型半導体装置が元の配線基板
のどの位置にあったかを配線基板の分割後にお
いても容易に識別できるようにし，もって，製
造プロセスに起因する製品の不良解析や不良発
生箇所の特定を迅速に行えるようにする解決課
題）及び課題解決手段（マトリクス基板の上面
に複数の半導体チップを搭載する工程に先立
ち，マトリクス基板の下面のパッド及び配線を
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除く領域に，アドレス情報パターンを形成する
との構成を採用すること）については，何ら示
唆及び開示がない。
また，周知例１ないし３には，配線基板上に
マトリクス状に搭載した複数の半導体チップを
一括して樹脂封止した後，この配線基板を分割
することによって複数の樹脂封止型半導体装置
を製造する，樹脂封止型半導体装置の製造方法
において，上記相違点２に係る構成や，この構
成を採用することにより，上記アドレス情報パ
ターンをカメラ，顕微鏡，目視等で認識するこ
とができ，個々の樹脂封止型半導体装置が元の
配線基板のどの位置にあったかを配線基板の分
割後においても容易に識別できること，依頼メ
ーカの標準仕様（既存）の金型を使用する場合
にも適用することができ，樹脂封止型半導体装
置の製造コストを低減できることという本願発
明の解決課題及びその解決手段について，記載
及び示唆はない。

3．2　周知技術の認定について

被告特許庁は，上記事項Ａが周知の技術であ
り，当業者が決定する設計的事項であるとした
が，裁判所は当該主張は失当であるとした。

3．3　		相違点２に係る構成の容易想到性に
ついて

引用発明には，本願発明の解決課題及びその
解決手段についての開示ないし示唆は存在しな
い。したがって，被告の主張に係る上記事項Ａ
が，周知技術又は当業者の技術常識であるか否
かにかかわらず，引用発明を起点として，周知
技術を適用することによって本願発明に至るこ
とが容易であるとはいえない。
のみならず，被告の主張に係る上記事項Ａが，
周知例１ないし３の具体的な記載内容を超え
て，技術内容を抽象化ないし上位概念化するこ
となく，当然に周知技術又は当業者の技術常識

であると認定することもできない。さらに，周
知例１ないし３には，本願発明の相違点２に係
る構成を採用することによる解決課題及び解決
手段に係る事項についての記載も示唆もない。
そうである以上，引用発明を起点として，周

知技術を適用することによって本願発明に至る
ことが容易であると解することはできない。

3．4　		周知技術を用いた進歩性の判断に関
する判示

少し長いが，判決文の一部を以下に引用する。
「当該発明が，発明の進歩性を有しないこと

（すなわち，容易に発明をすることができたこ
と）を立証するに当たっては，公平かつ客観的
な立証を担保する観点から，次のような論証が
求められる。すなわち，当該発明と，これに最
も近似する公知発明（主引用発明）とを対比し
た上，当該発明の引用発明との相違点に係る技
術的構成を確定させ，次いで，主たる引用発明
から出発して，これに他の公知技術（副引用発
明）を組み合わせることによって，当該発明の
相違点に係る技術的構成に至ることが容易であ
るとの立証を尽くしたといえるか否かによっ
て，判断をすることが実務上行われている。
この場合に，主引用発明及び副引用発明の技

術内容は，引用文献の記載を基礎として，客観
的かつ具体的に認定・確定されるべきであっ
て，引用文献に記載された技術内容を抽象化し
たり，一般化したり，上位概念化したりするこ
とは，恣意的な判断を容れるおそれが生じるた
め，許されないものといえる。そのような評価
は，当該発明の容易想到性の有無を判断する最
終過程において，総合的な価値判断をする際に，
はじめて許容される余地があるというべきであ
る。
ところで，当業者の技術常識ないし周知技術

についても，主張，立証をすることなく当然の
前提とされるものではなく，裁判手続（審査，
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審判手続も含む。）において，証明されること
により，初めて判断の基礎とされる。他方，当
業者の技術常識ないし周知技術は，必ずしも，
常に特定の引用文献に記載されているわけでは
ないため，立証に困難を伴う場合は，少なくな
い。しかし，当業者の技術常識ないし周知技術
の主張，立証に当たっては，そのような困難な
実情が存在するからといって，
① 当業者の技術常識ないし周知技術の認定，

確定に当たって，特定の引用文献の具体的な記
載から離れて，抽象化，一般化ないし上位概念
化をすることが，当然に許容されるわけではな
く，また，
② 特定の公知文献に記載されている公知技

術について，主張，立証を尽くすことなく，当
業者の技術常識ないし周知技術であるかのよう
に扱うことが，当然に許容されるわけではなく，
さらに，
③ 主引用発明に副引用発明を組み合わせる

ことによって，当該発明の相違点に係る技術的
構成に到達することが容易であるか否という上
記の判断構造を省略して，容易であるとの結論
を導くことが，当然に許容されるわけではない
ことはいうまでもない。」（下線は筆者）

4 ．	検　　討

4．1　		進歩性の判断および周知技術に関す
る一般論

進歩性の判断では，本願発明の技術的内容と
引用発明の内容との一致点，相違点を明らかに
した上で，相違点の検討として，まず，相違点
に係る構成が証拠に示されているか否かを判断
する。そして，証拠に示されているときは，構
成の組み合わせ又は置換が容易であるか否か，
組み合わせに予想以上の効果があるか否か，を
検討して，進歩性の有無が判断される。一方，
証拠に示されていないときは，相違点に係る構

成が設計事項等であるか否か，を検討して，進
歩性の有無が判断される１）。
また，周知技術は，社会化された技術のこと

である２）。審査基準によると，周知技術とは，
その技術分野において一般的に知られている技
術であって，例えば，これに関し，相当多数の
公知文献が存在し，又は業界に知れわたり，あ
るいは例示する必要がない程知られている技術
をいう，とされている３）。

4．2　		周知技術の認定に関する特許庁での
議論

周知技術の認定に関して，これまで特許庁で
は，以下のような議論がなされている。
平成18年度進歩性検討会では，周知・慣用技

術の技術分野の範囲の問題が指摘されている。
すなわち，周知・慣用技術は，本願発明の属す
る技術分野や近接する技術分野の範囲内に限ら
れるとする考えと，多数の製品に使われる技術
や要素技術であって，その要素技術が使用され
る製品特有の機能と切り離して考慮できるもの
であれば周知・慣用技術として扱い，当業者の
知識の基礎となる技術水準としてもよいとする
考えが示された。
そして，周知技術の認定については，その技

術内容に応じて適用される範囲は異なってくる
（汎用技術，社会常識に近いものであれば，適
用分野がより広がる）ものと考えられるが，そ
れには技術内容とその適用分野との関係を的確
に説示するといった，配慮が必要であろう，と
している４）。
平成19年度進歩性検討会では，周知技術とは，

その技術分野において一般的に知られた技術で
あるものの，周知技術であることを示す例まで
もその技術分野から提示されることは必ずしも
要されない，としている。すなわち，ドアクロ
ーザにおけるセレーションとカム機構の組み合
わせに対して，農作業機，動力運搬車及び自転
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車における例を示して進歩性を否定した事例を
検討した上で，セレーションとカム機構との組
み合わせのように単独の機構として技術分野を
問わず用いられるようなものであれば，仮に本
願発明とは異なる技術分野での応用例であると
しても，一般的な技術者であれば当然に知って
いる周知技術であるとされる可能性がある，と
している５）。
平成22年度進歩性検討会では，技術水準に関
する記載ではあるが，技術の方向性は発明者層
が相違すれば異なることがあるのであるから，
ある発明者層において認識されていた技術をも
って，これが直ちに当該技術分野の全体におけ
る技術水準とまではいえない，とし，したがっ
て，技術水準の把握は，必要に応じて，関連す
る先行技術等を十分に調査し，これらを総合的
に勘案することにより行うことが重要である，
としている６）。

4．3　他の判決における周知技術の認定の例

（1）本判決は，「周知技術の認定に当たって，
特定の引用文献の具体的な記載から離れて，抽
象化，一般化ないし上位概念化をすることが，
当然に許容されるわけではない」と明確に判示
している。
では，周知技術の認定にあたって，引用文献
の具体的な記載からの抽象化，一般化，上位概
念化は，全く許容されないのであろうか？　そ
れとも，ある程度であれば許容される余地はあ
るのだろうか？
「周知技術の認定」に関する裁判所判断の動向
を把握するため，裁判所の判例検索システムを
利用して，平成21～23年において周知技術の認
定が争われた審決取消訴訟の判決を検索し７），
その内容を検討してみた。ヒットした11件の判
決のうち，審決による周知技術の認定が維持さ
れた判決は８件（いずれも請求棄却），周知技
術の認定が覆った判決は１件（請求認容）であ

り，その他２件８）であった。

（2）周知技術の認定が覆った件について簡単
に紹介する９）。この事案は，複数のヒートセル
が離隔配置されている使い捨て温熱身体ラップ
の出願に関するものであり，本件発明に係るヒ
ートセルは，長手方向に対してほぼＸ字型に配
設されている点が，引用発明との相違点であっ
た。
被告（特許庁）は，参考例には，「適用する

部位の運動に順応する配置として，Ｘ字型の配
設」という周知技術が示されていると主張し，
本件発明のヒートセルがＸ字型に配設されてい
る点は，この周知技術から容易である，とした。
これに対して判決では，参考例に示されたサポ
ータにおいてＸ状になっているのは，「関節部
分に使用するサポータの形状」であり，電熱片
（電熱線）そのものがＸ状に布設されているわ
けではない，とした。そして，「適用する部位
の運動に順応する配置として，Ｘ字型の配設」
という周知技術が示されている，とまでいうこ
とはできない，とした。
本認定は，今回の判決に照らせば，参考例に

記載された「関節部分に使用するサポータの形
状がＸ状」という技術内容から，「適用する部
位の運動に順応する配置として，Ｘ字型の配設」
という周知技術を認定し，この周知技術から本
件発明のヒートセルをＸ字型に配設することは
容易である，とした審決の判断に対して，判決
が，参考例に記載された「関節部分に使用する
サポータの形状がＸ状」という技術内容を，「適
用する部位の運動に順応する配置として，Ｘ字
型の配設は周知」とまで，抽象化，一般化ない
し上位概念化することは許容されない，と指摘
した形である。

（3）一方，周知技術の認定が維持された判決
に関して，周知技術として認定された事項とそ
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の根拠文献の記載内容とを検討してみたところ
（ただし，化学関係の案件については専門外で
あるため検討せず），いずれも，その根拠文献
の記載内容から具体的に把握できる技術事項に
ついて逐次摘示し，または明記されていない場
合には必然的に技術事項の実施を伴うことを認
定した上で，周知技術として認定できる理由が
付されて認定が行われていることが見受けられ
た。
以下，周知技術として認定された事項の例と

その根拠を，列挙してみる。

・樹脂からなる成形品の成形方法として，「金
型内の下金型表面上に，押し出し機から押し出
して切り出された形状で原材料である樹脂を供
給し」圧縮成型を行うこと
（周知例１には，押出機と圧縮成形機を用い
て原材料の熱可塑性樹脂から成形品を成型する
こと，すなわち，原材料である熱可塑性樹脂を
押出機から押し出して一定の大きさに切断し，
切断された当該熱可塑性樹脂を圧縮成形機の金
型内に供給して圧縮成形を行う方法が，発明の
前提技術として開示されている，と認定され
た。）10）

・外観検査の技術分野において，「外観検査
装置において不良と判定された箇所の検査を目
視検査により行う際に，外観検査装置で取り込
んだ画像をモニタに表示し，モニタに表示され
た画像に基づいて行う」こと
（目視検査をモニタに表示された画像に基づ
いて行うとの審決の認定は目視検査の技術的意
義と矛盾している，との原告の主張は，本願出
願時の技術常識に照らして，採用できない，と
判断された。）11）

・車両制御技術において，「設定値（目標値）
のトルクに対して実際のトルクを検出手段で検
出して，設定値のトルクを制御する」こと
（被告（特許庁）が挙げた３件の文献を詳細

に分析した上で，本願出願前に周知の技術であ
った，と認定された。）12）

・トロコイドポンプについて，「騒音低減の
ためにロータの歯先を歯厚全体（全幅）にわた
って等間隔に低くし，オイルの連通部分を設け
る」こと
（甲２技術として，歯先の歯厚全体（全幅）
にわたって等間隔に歯形を低くし，オイルを連
通するための手段を設けることによって，流体
の脈動が小さくなって騒音が小さくなることが
認められ，乙２公報には，トロコイドポンプに
おいて，騒音を低減するために，内外のロータ
の一方の歯の一部について，歯厚全体（全幅）
にわたって等間隔に低くし，連通手段を形成す
ることによって，騒音を低減する技術が記載さ
れている，と認定された。）13）

上に列挙した，周知技術として認定された技
術内容は，いずれも，その根拠となる文献の記
載を基礎として，場合によっては証拠に基づい
て，客観的かつ具体的に認定されている。

4．4　分析と意見

（1）「技術」とは，「一定の目的を達成するた
めの具体的手段」とされている14）。つまり，周
知「技術」といい得るためには，まずその前提
として具体性が必要である。
ここで，審決で周知技術と認定された事項Ａ

を改めて記す。
「製造工程において，素材あるいは製品を分
割して，個々の製品を製造する場合に，分割前
の素材に，素材の機能に影響を与えない箇所に
記号等を表示しておき，製品となってから，そ
の記号等を利用して分割前の場所に起因する不
良解析を行うこと」
この事項Ａでは，まず，何を製造するための

製造工程なのか，技術分野が具体的に特定され
ていない。「素材あるいは製品を分割して，個々
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の製品を製造する」工程であれば，いかなる技
術分野の製造工程であってもあてはまる，とい
うことになる。また，分割前の素材に記号等を
表示するときの「素材の機能に影響を与えない
箇所」というのも，具体的ではなくきわめて漠
然としている。全体的に抽象的な印象が否めな
い。
これに対して，4．3（3）で列挙した，周知
技術として認定された技術内容は，適用される
技術分野の範囲が特定されているとともに具体
的な技術的特徴が示されており，いずれも証拠
から必然性をもって導き出されうる内容と評価
でき，周知『技術』らしい印象を受ける点で相
違する。
また，この事項Ａの根拠とされた周知例１～
３を概観すると，周知例１は，ウエハをチップ
に切断し，電気的接触用の半導体及びチップを
樹脂やセラミックで封止する半導体装置の製造
方法に関するものであり，チップの回路が形成
されていない面又は保護膜に，チップ座標を表
すチップNOを設けることが示されている。周
知例２は，樹脂テープに接着剤を塗布し，開孔
部を形成するためのパンチングを行い，これに
貼り付けた銅箔にパターンやリード形成を行う
TAB用テープキャリアの形成方法に関するも
のであり，樹脂テープに貼り付けた銅箔に，テ
ープ製造番号を形成することが示されている。
周知例３は，１個の基板上に多数形成したプリ
ント配線基板を，外形加工工程により，１ピー
ス毎に切り離して個々のプリント配線板を製造
する方法に関するものであり，基板上での配置
位置を示すアドレス記号を，各プリント配線板
上に形成された導体パターンのない位置に，銅
箔により形成することが示されている。
これら周知例１～３の技術内容を鑑みると，
事項Ａは，周知技術というよりも，周知例１～
３に共通して内在している，製造工程における
改善アプローチの一手法とでもいうべき類のも

ののように感じられる。判決の指摘のとおり，
周知例１～３の技術内容を抽象化ないし上位概
念化しなければ，事項Ａは決して得られないで
あろう。もし，事項Ａを周知技術として主張す
るのであれば，少なくとも技術分野に関して，
周知例１～３に記載された半導体装置，テープ
キャリア，プリント配線板以外の製品について
も事項Ａが周知であることを立証する責任があ
るだろうし，周知例１～３に示された技術的事
項から「素材の機能に影響を与えない箇所に記
号等を表示する」とまで抽象化・上位概念化し
得るということについても，立証する責任があ
るだろう。

（2）本件の場合，審決は，相違点２に係る構
成が証拠に示されているか否かの判断を，適切
に行わなかったものといえる。すなわち，相違
点２について，周知例１～３の具体的記載事項
から，抽象化・上位概念化によって抽出した上
記事項Ａを周知技術として認定し，この周知技
術として認定した事項Ａから，相違点２は適宜
当業者が決定する設計的事項に過ぎない，と判
断した。周知例として挙げた文献３件の技術内
容の抽象化・上位概念化と，設計事項である旨
の主張とを組み合わせることによって，本願発
明と引用発明との相違点を半ば強引に埋めよう
とした形に見える。
これに対して判決では，被告が周知技術とし

て主張する事項Ａは，周知例１～３の具体的な
記載内容を超えて，技術内容を抽象化・上位概
念化することなく，当然に周知技術又は当業者
の技術常識であると認定することはできないと
した。事項Ａを周知技術として認定するための
主張，立証が，十分には足りていない，との指
摘である。上記の分析からみて妥当な判断であ
ろう。
また判決では，引用発明に本願発明の解決課

題及びその解決手段についての開示ないし示唆

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 62　No. 12　20121722

は存在しないから，事項Ａが周知技術であるか
否かにかかわらず，引用発明に周知技術を適用
することによって本願発明を想到することは容
易とはいえない，とも述べている。つまり，引
用発明に本願発明の課題や解決手段の開示・示
唆がない以上は，たとえ引用発明に周知技術を
適用したとしても，本願発明は想到容易とはた
だちにはいえない，と指摘している。
本判決は，進歩性を否定するための引用発明

を認定するに当たって，技術常識や周知技術で
あっても，客観的かつ具体的に認定・確定され
るべきである，といういわば原則，「あるべき姿」
を確認・強調するものであり，今後，進歩性の
判断において，ある技術的事項を技術常識や周
知技術であるとする安易な認定に一定の歯止め
をかけることが期待できる。出願人側にとって
非常に有益と考える。

（3）本判決の判示事項にあるように，主引用
発明及び副引用発明の技術内容は，引用文献の
記載を基礎として，客観的かつ具体的に認定・
確定されるべきである。周知技術の認定に関し
てももちろん，その根拠となる文献の具体的記
載に即した事項のみを周知技術としてとらえる
べきであろう。すなわち，周知技術として認め
られるのは，根拠文献に記載された技術分野に
おける，根拠文献の具体的記載に即した事項の
みであり，周知技術の名の下に，具体的記載か
ら離れて抽象化，一般化ないし上位概念化を行
うことは，原則として許容されないと考える。
このことは，上述した他の判決の例を見ても首
肯されるところであろう。もし，周知技術の認
定において，根拠文献の具体的記載からの抽象
化，一般化ないし上位概念化を行う場合には，
その抽象化等が許容されること自体を立証する
責任はそれを主張する側にあり，その場合には，
抽象化等が許容されるとする根拠について具体
的に示すべき，と考える。

なお，先の特許庁での議論にもあるように，
周知技術の中には，多数の製品に使われる技術
や要素技術であって，使用される製品特有の機
能と切り離して考慮できるもの，すなわち，汎
用性や他の技術分野への適用性が認められ得る
ものもある。ただし，具体的に開示された周知
技術に汎用性や他の技術分野への適用性を認め
ることと，根拠文献の具体的記載からの抽象化，
一般化ないし上位概念化を認めることとは，ま
た別の話であろう。そして，特許庁での議論に
おいて，周知技術の他の技術分野への適用性を
主張するためには，技術内容と適用する技術分
野との関係を的確に説示すべき，とされている
のと同様に，根拠文献の具体的記載からの抽象
化，一般化ないし上位概念化を行う場合には，
それが許容される根拠について主張，立証すべ
きであることは，当然のことといえるだろう。

そして特に，本件のように，本願発明と引用
発明との相違点が容易に想到し得る程度のもの
であるか否かの判断のベースとして，周知技術
の存在を利用している場合には，根拠文献の具
体的記載からの抽象化，一般化ないし上位概念
化が許容できるのか，より厳格に判断する必要
がある。そして実際には多くの場合，具体的記
載からの抽象化等は許容されないから，進歩性
を判断する場合には，それが周知であるか否か
にかかわらず，引用文献等に客観的かつ具体的
に記載された技術内容からスタートして，本願
発明と引用発明との相違点を得ることが容易で
あるか否かを議論すべきである。
例えば本件の場合には，周知例１に記載され

た「ウエハをチップに切断し封止する半導体装
置の製造方法において，チップの回路が形成さ
れていない面又は保護膜にチップ座標を表すチ
ップNOを設ける」という技術内容から，周知
例１と本願発明との技術分野の関係性について
十分に説明した上で，上記相違点２が想到容易
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であることを丁寧に主張する，という議論もあ
り得たように思う。そうしていたら，本件はま
た別の展開を辿っていたかもしれない。

5 ．おわりに

本判決は，審決による進歩性欠如の判断を覆
しており，これを，裁判所による進歩性の判断
が緩くなった傾向を示すもの，と見る向きもあ
るかもしれない。しかしながら，本判決により
進歩性欠如の判断が覆ったのは，主として，審
決における周知技術に関する認定が妥当でなか
ったことに基づくものであり，したがって本判
決は，裁判所による進歩性判断が緩くなった
云々の話とは別個にとらえるべきである。本判
決の意義は，周知技術の認定に関するいわば原
則，あるべき姿ともいうべきものを改めて確認
した点にある。そして，本論文の3．4に引用し
た本判決の判示事項は，今後，周知技術を引用
する際の必須要件として捉えられるべきものと
考える。
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